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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
イ．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当社及びそ

の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制の概要
(Ａ) 当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　職務の執行に係る文書その他の情報（以下、職務執行情報という。）につき、当社文書管理規程、機密情報管
理規程、個人情報管理規程及びそれに関する各マニュアル、細則及び社内通達（以下、文書管理規程等という。）
に従い適切に保存及び管理（廃棄を含む。）の運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し
等を行う。職務執行情報には、株主総会議事録、取締役会議事録、計算書類、稟議書、その他取締役会が決定す
る書類、文書管理規程で定めた重要書類を含むものとする。

②　職務執行情報は電子文書形式で記録するとともに必要な情報保護策を付してデータベース化し、当該各文書等
の存否及び保存状況を直ちに検索可能とする体制を構築する。

③　前①②に係る事務は、管理本部長が所管し、①の検証・見直しの経過、②のデータベースの運用・管理につい
て、定期的に取締役会に報告する。

④　取締役が職務の執行に関連して受発信する電子メールは、受発信後５年間保存する。
⑤　代表取締役は、取締役及び使用人に対して、文書管理規程等に従って、文書の保存及び管理（廃棄を含む。）

を適正に行うように指導するものとする。
(Ｂ) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　当社は、リスクを早期に発見しその発生を防ぐために、「リスク管理基本規程」を制定し、事業活動に関する
リスクを的確に把握し、リスク発生の未然防止を図る。

②　リスク管理の実施状況については、代表取締役社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、平常時及
び緊急時におけるリスク管理の実施状況の確認を行う。

③　当社は、代表取締役に直属する部署として、内部監査室を設置し、代表取締役が任命した者にその職務を管掌
させるとともに、内部監査を補助する専門性のある実施担当者を配置し、実効性を確保する。

④　内部監査室は、内部監査規程に基づき、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検討し、監査実施項目に漏
れがないか否かを確認し、監査方法の改訂を行う。

⑤　内部監査室は、法令定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為が発見された場合の通報体
制として、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等について、直ちに代表取締役を委員長とする
リスク管理委員会及び担当部署に通報される体制が適切に構築・運用されていることを監査する。

⑥　内部監査室の情報収集を容易とするために、内部監査室の存在意義を使用人に周知徹底し、損失の危険につな
がると思われる事象等を認識した場合には、適宜、内部監査室に報告するよう指導する。

⑦　内部監査室は、取締役及び使用人に対して、当社グループ及び他社で重大な不祥事、事故が発生した場合等に
おいては、速やかに必要な研修を実施する。

(Ｃ) 当社の取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　営業本部、開発本部、管理本部、品質管理本部を設置し、取締役会において、各本部を担当し、職務執行する

本部長（一部役員兼務）を任命する。
②　取締役会は、取締役の職務の効率性を確保するために、取締役の合理的な職務分掌、決裁権限、チェック機能

に関する規定を備えた権限規程を定める。
③　取締役会は、合理的な経営方針の策定と全社的な重要事項についての検討をする経営企画会議、及び部門横断

的な重要事項についての検討をする部長会等を設置する。
④　代表取締役は、各部門間の連携が確保され、効率的に運用されていることを確認するための連絡会議（月曜会

議）を開催する。
⑤　代表取締役は、社外取締役、社外監査役等から定期的に取締役の職務執行の効率を改善するためのアドバイス

を受け、必要に応じて改善プロジェクト・チームを設置する。
(Ｄ) 当社の取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　コンプライアンスの確保のための知識と経験を有する社外取締役及び社外監査役を選任する。
②　当社の取締役及び使用人に法令等はもとより、定款及び会社の社是・経営理念・行動規範（以下、コンプライ

アンス基本規範という。）の遵守を徹底するため、管理本部長の責任のもと、社外取締役及び社外監査役他のア
ドバイスを受け、コンプライアンスに対する意識向上の徹底を図る。

③　当社の取締役及び使用人が法令等・コンプライアンス基本規範に違反する行為を発見した場合の報告体制とし
て、代表取締役及び顧問弁護士への匿名での報告制度を含む内部通報制度を構築する。

④　各本部を担当し、職務執行する役員は、担当部署における法令等・コンプライアンス基本規範の遵守状況を管
理・監督し、使用人に対して時宜に応じた適切な研修体制を構築する。

⑤　各本部を担当し、職務執行する役員は、法令等・コンプライアンス基本規範の遵守徹底を図るべく、担当部署
にコンプライアンス責任者その他必要な人員を配置するとともに、使用人に対し、内部通報基本規程（ガイドラ
イン）及び内部通報相談窓口の周知徹底を図る。
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(Ｅ) 当社及び当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社グループにおける内部統制システムについては、当社の内部統制システムを共通の基盤としながら、各子会

社の特性・規模等を踏まえた上で、適切に構築するものとする。
・当社グループの各代表取締役は、各社の内部統制システムの構築及び運用の権限と責任を負う。
・経営企画室長は、関係会社管理規程に基づき、定期的に各子会社の経営状態及び業務執行についての報告を受け

るものとする。
・内部監査室長は、当社の内部監査のほか、子会社の内部監査部門又はこれに相当する部署と連携を図り、グルー

プ監査を実施する。
①　子会社の取締役等の業務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
ａ　当社は、子会社の取締役及び当社の取締役または使用人に子会社の取締役を兼任させた者に、月１回、子

会社の取締役会において、経営状態及び業務執行等の重要な情報を取得させ、当社及び経営企画室長に定
期的に報告させるものとする。

ｂ　当社は、当社の取締役会及び経営企画会議等の重要な会議体において、各子会社の代表取締役に、各子会
社における前 ａ の重要な情報について、報告させるものとする。

②　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ　当社は、当社のリスク管理基本規程に基づき、各子会社において適切なリスク管理の規程を整備した上で、

当社グループ全体でのリスク管理体制を構築する。
ｂ　各子会社は、損失の危険を把握した場合には、直ちに認識または発見された損失の危険の内容、発生する

損失の程度及び当社に対する影響等について、当社のリスク管理委員会に報告される体制を構築する。
③　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ　当社は、当社グループ経営の適切かつ効率的な運営に資するため、当社グループの年度計画及び中期経営

計画を策定する。
ｂ　当社は、各子会社の特性・規模等を踏まえた上で適切に、当社の取締役の職務の遂行が効率的に行われる

ことを確保するための体制（前記 (Ｃ)）に準拠した体制を構築させるものとする。
④　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ　当社は、子会社各社においても、法令及び定款等の遵守を徹底するため、各子会社の代表取締役を責任役

員として、その責任のもと、コンプライアンスに対する意識向上の徹底を図らせるものとする。
ｂ　当社は、各子会社の特性・規模等を踏まえた上で適切に、当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及

び定款に適合することを確保するための体制（前記 (Ｄ)）に準拠した体制を構築させるものとする。
(Ｆ) 当社の監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

①　監査役の職務を補助する監査役会事務局を設置し、人員配置する。
②　前①の具体的な内容については、監査役との適正な意思疎通に基づき、管理本部長その他の関係各方面の意見

を十分に考慮して、検討する。
(Ｇ) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び使用人に関する監査役の指示の実効性

の確保に関する事項
①　監査役の職務を補助すべき使用人の人事考課については常勤監査役が行い、異動及び懲戒については監査役会

の同意を必要とする。
②　監査役会事務局の使用人は、当社の業務執行にかかる役職を兼務しない。
③　監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役から命じられた職務に関しては、取締役及び当該使用人の属する

組織等の者の指揮命令を受けないものとする。
(Ｈ) 当社の監査役への報告に関する体制

①　当社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制
ａ　取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要な報告をする。
ｂ　前 ａ の報告事項として、主なものは次のとおりとする。

・当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況
・当社の子会社等の監査役及び内部監査部門の活動状況
・当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更
・業績及び業績見込の発表内容、重要開示書類の内容
・コンプライアンス及びリスク情報に関する内容
・内部通報制度の運用及び通報の内容
ｃ　監査役は経営企画会議、その他重要な会議に出席することができる。

②　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役
に報告するための体制
　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、当社の監査
役会の定めるところに従い、前①と同様に、当社の監査役に報告をするものとする。
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(Ｉ) 当社の監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体
制

①　当社は、当社の監査役に当該報告を行った者に対し、「内部通報基本規程」に基づき、報告を行ったことを理
由とするいかなる不利益な取扱いを行うことも禁止している。

②　監査役は、当該報告を行った者が特定される事項については、取締役会等への報告義務は負わない。
(Ｊ) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

①　当社は監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をした時は、当該請求に係る費用
又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明できる場合を除き、速やかに当該費用または債務を
処理する。

②　当社は監査役の職務の執行について生ずる費用等について、毎年、一定額の予算を設ける。
(Ｋ) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査体制の実効性を高めるため、当社の常勤監査役を責任者として、内部監査室及び各子会社監査役を委員と
する監査連絡会を設置する。

②　監査連絡会は、監査役の職務を補助する部署（監査役会事務局）の設置に関する件、当社グループの監査体制
と内部統制システムの体制との調整を図る。

③　監査役は、内部監査室が実施する内部監査に関する年次計画について事前に説明を受け、修正を求めることが
できる。又、内部監査の実施状況について適宜報告を受け、必要があると認めるときは、追加監査の実施、業務
改善策の策定を求めることができる。

④　監査役は、会計監査人及び内部監査室とそれぞれ定期的な意見交換を行い、効率的で実効性のある監査を実施
する。

⑤　代表取締役は、取締役又は使用人が監査役に報告しないなど、監査活動に非協力的な場合、当該取締役につい
ては、善管注意義務違反等により懲戒するべき旨を取締役会に勧告し、当該使用人については、懲戒するべき旨
の規程に基づき適切に処分する。

ロ．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　内部統制システムの運用状況については、まず、2020年５月度の取締役会において、前事業年度内の内部統制の
運用状況が報告され、内部統制報告書として、同６月度取締役会での承認決議を受けております。そして、内部統制
システムに基づく2021年３月期内部統制評価の基本方針・計画案が、管理本部内で独立した立場で統制運用に携わ
る内部統制担当者より取締役会にて報告、了承され、同期の運用が行われました。また、当社グループの監査役、内
部監査室、内部統制担当は連携し、定期的（毎月）に「監査連絡会」を催し、内部統制運用状況を含むグループ内の
管理統制状況を適宜報告し、適切な運用に努めております。更に、内部監査室は当該運用確認を含む内部監査の報告
を、定例取締役会に適宜報告し、当該状況の役員による把握に資しております。また、リスク管理に関しては、「リ
スク管理基本規程」及び「緊急事態対応規程」に基づき、代表取締役社長を委員長とする「リスク管理委員会」によ
り、適切な対応に努めております。
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連結株主資本等変動計算書
(2020年 4 月 1 日から

2021年 3 月31日まで)
（単位：千円）

株　主　資　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 890,400 1,928,951 11,265,202 △1,394,307 12,690,246

当期変動額

剰余金の配当 △359,359 △359,359
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,668,268 1,668,268

自己株式の取得 △205 △205

自己株式の処分 30,228 15,476 45,704
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 30,228 1,308,909 15,270 1,354,407

当期末残高 890,400 1,959,179 12,574,111 △1,379,037 14,044,654

（単位：千円）
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 801,789 801,789 128,782 13,620,818

当期変動額

剰余金の配当 △359,359
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,668,268

自己株式の取得 △205

自己株式の処分 45,704
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 985,672 985,672 34,529 1,020,201

当期変動額合計 985,672 985,672 34,529 2,374,609

当期末残高 1,787,461 1,787,461 163,312 15,995,428

― 4 ―

連結株主資本等変動計算書



連結注記表
１． 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
連結子会社の数　　　　　　３社
連結子会社の名称　　　　　株式会社ケーイーシー

クロノス株式会社
株式会社ドリームホップ

　株式会社ドリームホップは2020年10月28日の株式取得に伴い、当連結会計年度より連結子会社となりました。
また、従来連結子会社であったKeepdata株式会社は、保有株式売却に伴い、当連結会計年度より連結の範囲から
除外しております。

②　非連結子会社の状況
　該当事項はありません。

(2) 持分法の適用の範囲に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の状況

　該当事項はありません。
②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

　該当事項はありません。
(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、株式会社ドリームホップの事業年度の末日は、5月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
　なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）
その他有価証券

時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法
たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品及び原材料：主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

仕掛品　　　　　　　：個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

貯蔵品　　　　　　　：最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）

②　重要な固定資産の減価償却の方法
有形固定資産：建物（建物附属設備を除く）：定額法

建物以外　　　　　　　　　：定率法
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっておりま
す。

無形固定資産
市場販売目的のソフトウエア……見込販売数量に基づく償却又は販売可能な見込有効期間（３年以内）に基

づく定額法
自社利用のソフトウエア…………社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法

リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ
とする定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
　売上債権等の貸倒損失に備えるため、下記の区分に応じそれぞれの金額を計上しております。
　一般債権………………………………貸倒実績率により、回収不能見込額を計上しております。
　貸倒懸念債権及び破産更生債権等…個別債権の回収可能性を考慮した、回収不能見込額を計上しております。
賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する金額を計上しております。
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役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する金額を計上しております。
役員退職慰労引当金
　一部の連結子会社では、役員の退職金支給に備えるため、役員退職金支給内規に基づき、期末要支給額を計
上しております。
株式報酬引当金
　取締役（社外取締役を除く）を対象とした退任時報酬型の株式報酬制度による株式交付に備えるため、株式
交付規程に基づき、取締役に割り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異及び過去勤務費用については、発生時に一括費用処理しております。
・連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
⑤　重要な収益及び費用の計上基準

受注制作のソフトウエアに係る収益の計上基準
・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約
　工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）によっております。
・その他の契約
　工事完成基準によっております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
　7年間の定額法により償却を行っております。のれんは無形固定資産その他に含めております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

(追加情報)
賞与支給対象期間の変更

　当社は当連結会計年度において、賞与規程の改訂を行い、６月１日から11月30日までおよび12月１日から
５月31日までの支給対象期間を４月１日から９月30日までおよび10月１日から３月31日までに変更いたし
ました。
　この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ115,873千円減少
しております。

２． 表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度の年度
末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。
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３．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当連結会
計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な
影響を及ぼすリスクが有る項目は以下の通りです。

　(1)株式会社ドリームホップに係るのれんの減損の兆候に関する判断

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　当連結会計年度末における株式会社ドリームホップに関するのれんの残高は189,113千円であり、連結貸借対照
表の無形固定資産のその他に計上されております。

②会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　取得時に計上したのれんは株式会社ドリームホップの超過収益力として認識しており、その効果の発現する期間
（7年）にわたって償却しておりますが、超過収益力が毀損し減損の兆候があると認められる場合には、同社にお
ける割引前将来キャッシュ・フローの総額とのれんを含む資産グループの帳簿価額を比較することによって、減損
損失の認識の要否を判定しております。
　同社は2020年10月に取得しており、過年度の営業損益及び取得時の事業計画を基に作成した中期事業計画を踏
まえた当連結会計年度以降の営業損益の見込みに基づき、超過収益力の毀損は生じていないと考えられるため、の
れんに関する減損の兆候は認められないと判断しております。
　同社の中期事業計画では、既存事業の受注増による売上高の増加並びに当社グループ化後の新規のサービス展開
による売上増加等を主要な仮定として織り込んでおります。
　上記の仮定は、顧客の需要動向や当社グループでの対応状況に影響を受けるため、高い不確実性を伴い、翌連結
会計年度の連結計算書類におけるのれんの減損損失の認識に重要な影響を与える可能性があります。

― 7 ―

連結注記表



４．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 1,894,338千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 7,700千株 － － 7,700千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,045千株 0千株 11千株 1,033千株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、従業員持株会に対する自己株式の処分による減少であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

2020年６月19日開催の第40回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 359,359千円
・１株当たり配当額 54円00銭
・基準日 2020年 3 月31日
・効力発生日 2020年 6 月22日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの
2021年６月18日開催の第41回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 226,655千円
・１株当たり配当額 34円00銭
・基準日 2021年 3 月31日
・効力発生日 2021年 6 月21日
・配当の原資 利益剰余金

― 8 ―

連結注記表



６．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループにおける資金運用は、安全性の高い金融資産で運用しております。なお、デリバティブ取引は行
わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、
主に債券等及び配当収入を期待する株式の運用ですが、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒され
ております。営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
(ⅰ) 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、販売管理規程及び売掛債権管理に関しての内規に従い、営業部門並びに管理部門が主要
な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

(ⅱ) 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　有価証券、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

(ⅲ) 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の
維持などにより、流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま
れております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること
により、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含まれておりません。（（注）２.を参照くだ
さい）

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金 11,749,195 11,749,195 －

②受取手形及び売掛金 2,012,636 2,012,636 －

③有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 1,908,377 1,902,726 △5,651

その他有価証券 2,698,014 2,698,014 －

資産計 18,368,224 18,362,572 △5,651

①買掛金 145,188 145,188 －

②未払法人税等 273,951 273,951 －

負債計 419,139 419,139 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及び投資有価証券に関する事項
資産
①現金及び預金、②受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。
③有価証券及び投資有価証券
　これらの時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関等
から提示された価格によっております。
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　満期保有目的の債券における種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとお
りであります。

（単位：千円）

種類 連結貸借対
照表計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を超
えるもの － － － －

時価が連結貸借対照表計上額を超
えないもの

社債 1,708,377 1,702,726 △5,651

その他 200,000 200,000 －

小計 1,908,377 1,902,726 △5,651

合　計 1,908,377 1,902,726 △5,651

　その他有価証券における種類ごとの取得原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額は次のとおりであり
ます。

（単位：千円）

種類 取得原価 連結貸借対
照表計上額 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの 株式 122,096 2,697,808 2,575,712

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの 株式 325 206 △119

合　計 122,421 2,698,014 2,575,593

負債
①買掛金、②未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区　分 連結貸借対照表計上額

非 上 場 株 式 50,998

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産
③有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現 金 及 び 預 金 11,749,195 － － －

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 2,012,636 － － －

有 価 証 券 及 び 投 資 有 価 証 券

満 期 保 有 目 的 の 債 券 300,000 600,000 1,000,000 －

合 計 14,061,831 600,000 1,000,000 －

７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たりの純資産額 2,374円93銭
(2) １株当たりの当期純利益 250円49銭
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８．企業結合に関する注記
（取得による企業結合）
(1) 企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　　株式会社ドリームホップ
事業の内容　　　　　メンタルヘルス関連事業

②　企業結合を行った主な理由
メンタルヘルス、健康経営領域を中心としたHRソリューションの強化を図っていくとともに、当社の経営資

源と組み合わせることで製品開発、営業分野をより一層強化し、「マネジメントサポート・カンパニー」とし
て、企業のマネジメントを側面からサポートしていくため。

③　企業結合日
     2020年10月28日
④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得
⑤　結合後企業の名称

変更はありません。
⑥　取得した議決権比率
　　　100%
⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金を対価として株式を取得したことによります。
(2) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2020年10月28日から2021年3月31日まで
(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　 現金　　　　　　104,610千円
取得原価 　　　　　　　　　　　　104,610千円

(4) 主要な取得関連費用の内訳及び金額
　　　アドバイザリー費用等　　3,779千円
(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額
201,082千円

②　発生原因
取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額に対して超過した差額をのれんとして計上して

おります。
③　償却方法及び償却期間

７年間にわたる均等償却
(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産     61,793千円
固定資産     26,470千円
資産合計     88,263千円
流動負債     57,703千円
固定負債   127,033千円
負債合計   184,736千円

(7) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の
   概算額及びその算定方法

　　売上高　　　　　　　　　      　　　52,809千円
　　営業損失　　　　　　      　　　　△89,980千円
　　経常損失　　　　　　　　　      　△89,417千円
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　　税金等調整前当期純損失　　　　　　△89,494千円
　　親会社株主に帰属する当期純損失　　△90,199千円
　　１株当たり当期純損失　　　　　　　　  △13.55円
（概算額の算定方法）
被取得企業の連結会計年度開始日からの売上高及び損益情報を影響額の概算額としております。
なお、影響額の概算額については監査証明を受けておりません。

（事業分離）
(1) 事業分離の概要

①　分離先の名称
株式会社ビーエスピーアセット

②　分離した事業の内容
Keepdata株式会社

・マルチデバイス対応IoT/ビッグデータ高速検索、集計、形態素解析、テキストマイニング、見える化基盤の提供
・ビッグデータのデータ利活用コンサルティング、データマネジメントシステムの提供
・医療情報及び個人情報の匿名化及びトレーサビリティ、対応表の提供
・クラウド型セキュアストレージ基盤とファイル共有サービス、ドローン運用管理サービスのOEM提供

③　事業分離を行った主な理由
当社グループは、Keepdata株式会社のノウハウを応用することによる当社基幹業務ソフトの周辺サービスの拡

充に取り組んでまいりましたが、システム連携や営業シナジーを得ることが難しく、今後も当初想定していた効果
は得られないと判断いたしました。このような状況から今後の運営体制について検討を重ねた結果、株式会社ビー
エスピーアセットに当社所有全株式を譲渡する事を決議いたしました。

④　事業分離日
2020年12月10日

⑤　法的形式を含むその他取引の概要に関する事項
受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

(2) 実施した会計処理の概要
①　移転損益の金額

関係会社株式売却益　　171,480千円
②　移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産     23,813千円
固定資産     29,278千円
資産合計     53,092千円
流動負債     21,306千円
固定負債   203,265千円
負債合計   224,572千円

③　会計処理
Keepdata株式会社の連結上の帳簿価額と売却額との差額を「関係会社株式売却益」として特別利益に計上して

おります。また、同社に対する債権を譲渡したことによる債権額と譲渡額の差額を「債権売却損」として125,000
千円を特別損失に計上しております。

(3) 分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称
　当社グループ（当社および当社の関係会社）は単一セグメントであり、情報サービス事業に含まれております。

(4) 当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額
　　　　　　　　　   累計期間
売上高　　　　　　　72,935千円
営業損失　　　　　△28,645千円
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株主資本等変動計算書
(2020年 4 月 1 日から

2021年 3 月31日まで)
（単位：千円）

株　主　資　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資　本
準備金

その他
資本剰余金 資本剰余金

合　計
利　益
準備金

その他利益剰余金
自己株式
処分差益

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 890,400 1,919,120 9,831 1,928,951 222,600 2,000,000 7,907,624

当期変動額

剰余金の配当 △359,359

当期純利益 1,435,293

自己株式の取得

自己株式の処分 30,228 30,228
株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － 30,228 30,228 － － 1,075,934

当期末残高 890,400 1,919,120 40,059 1,959,179 222,600 2,000,000 8,983,558

（単位：千円）
株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産
合　計

利益剰余金
自己株式 株主資本

合　計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計利益剰余金

合　計
当期首残高 10,130,224 △1,394,307 11,555,267 801,789 801,789 12,357,057

当期変動額

剰余金の配当 △359,359 △359,359 △359,359

当期純利益 1,435,293 1,435,293 1,435,293

自己株式の取得 △205 △205 △205

自己株式の処分 15,476 45,704 45,704
株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

985,672 985,672 985,672

当期変動額合計 1,075,934 15,270 1,121,432 985,672 985,672 2,107,105

当期末残高 11,206,158 △1,379,037 12,676,700 1,787,461 1,787,461 14,464,162
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券………償却原価法（定額法）
子会社株式…………………移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……………………移動平均法による原価法
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び原材料　　　：主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

貯蔵品　　　　　　　：最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産：建物（建物附属設備を除く）：定額法

建物以外　　　　　　　　　：定率法
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

無形固定資産
市場販売目的のソフトウエア……見込販売数量に基づく償却又は販売可能な見込有効期間（３年以内）に基づ

く定額法
自社利用のソフトウエア…………社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法

リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと
する定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、下記の区分に応じそれぞれの金額を計上しております。
一般債権………………………………貸倒実績率により回収不能見込額を計上しております。
貸倒懸念債権及び破産更生債権等…個別債権の回収可能性を考慮した、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する金額を計上しております。

③　役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する金額を計上しております。

④　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異及び過去勤務費用については、発生時に一括費用処理しております。

⑤　株式報酬引当金
　取締役（社外取締役を除く）を対象とした退任時報酬型の株式報酬制度による株式交付に備えるため、株式
交付規程に基づき、取締役に割り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエアに係る収益の計上基準
・当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約
　工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）によっております。
・その他の契約
　工事完成基準によっております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。
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(追加情報)
賞与支給対象期間の変更
　当社は当事業年度において、賞与規程の改訂を行い、６月１日から11月30日までおよび12月１日から５月31
日までの支給対象期間を４月１日から９月30日までおよび10月１日から３月31日までに変更いたしました。
　この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ115,873千円減少しておりま
す。

２． 表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度の年度
末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当事業年度
の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリス
クが有る項目は以下の通りです。

(1) 子会社株式（株式会社ドリームホップ）の評価

①当事業年度の計算書類に計上した金額
　当事業年度末において株式会社ドリームホップに係る子会社株式188,389千円が、貸借対照表の関係会社株式
に計上されております。

②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　株式会社ドリームホップ株式の取得価額は、その取得時に同社の純資産より高い対価が支払われたことにより、
そのほとんどが超過収益力相当額となっております。
　非上場の子会社に対する投資等、時価を把握することが極めて困難と認められる株式は、取得価額をもって貸
借対照表価額に計上しますが、実質価額が取得価額よりも著しく下落した場合は、回復可能性が十分な証拠によ
って裏付けられる場合を除いて、評価損の計上が必要となります。
　同社は2020年10月に取得しており、過年度の営業損益及び取得時の事業計画を基に作成した中期事業計画を
踏まえた当事業年度以降の営業損益の見込みに基づき、同社の超過収益力を含めた実質価額に著しい下落は生じ
ていないと判断し、子会社株式評価損を計上しておりません。
　同社の中期事業計画では、既存事業の受注増による売上高の増加並びに当社グループ化後の新規のサービス展
開による売上増加等を主要な仮定として織り込んでおります。
　上記の仮定は、顧客の需要動向や当社グループでの対応状況に影響を受けるため、高い不確実性を伴い、翌事
業年度の計算書類における子会社株式の評価に重要な影響を与える可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,819,503千円
(2) 関係会社に対する短期金銭債権 41,621千円
(3) 関係会社に対する短期金銭債務 295,781千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引

売上高 253,141千円
仕入高 2,028,363千円
その他の営業取引高 20,600千円
営業取引以外の取引 124,850千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,045千株 0千株 11千株 1,033千株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、従業員持株会に対する自己株式の処分による減少であります。

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

繰延税金資産
前受収益 830,126千円
未払事業税否認額 18,084千円
賞与引当金否認額 92,736千円
退職給付引当金否認額 387,179千円
ソフトウエア 99,774千円
長期前受収益 380,922千円
その他 105,053千円
小計 1,913,875千円
評価性引当額 △65,208千円

繰延税金資産合計 1,848,667千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 788,131千円
繰延税金負債合計 788,131千円
繰延税金資産の純額 1,060,536千円

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たりの純資産額 2,169円73銭
(2) １株当たりの当期純利益 215円51銭
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９．退職給付会計に関する注記
(1) 採用している退職給付制度

　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び総合設立型の企業年金基金に加入しております。なお、加
入する総合設立型の企業年金基金は複数事業主制度に該当し、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算
することができないため、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

(2) 確定給付制度
①　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 1,212,865千円
勤務費用 84,519千円
利息費用 4,610千円
数理計算上の差異の発生額 △7,641千円
退職給付の支払額 △29,062千円

退職給付債務の期末残高 1,265,291千円
②　退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整額

退職給付債務 1,265,291千円
退職給付引当金 1,265,291千円

③　退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用（注） 108,866千円
利息費用 4,610千円
数理計算上の差異の発生額 △7,641千円
確定給付制度にかかる退職給付費用 105,835千円

（注）企業年金基金に対する拠出額を「勤務費用」に含めております。

④　数理計算上の計算基礎に関する事項
当事業年度末の主な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）
割引率 0.4％

(3) 複数事業主制度
　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の企業年金基金制度への要拠出額は24,346千円でありま
す。
①　複数事業主制度の直近の積み立て状況（2020年３月31日現在）

年金資産の額 49,775,272千円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額 48,053,556千円
差引額 1,721,716千円

②　複数事業主制度全体に占める当社の掛金拠出割合
（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日） 1.2％

③　補足説明
　上記①の差引額の主な要因は、別途積立金2,520,436千円、当年度不足金798,720千円であります。
　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であります。

10．関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社等

（単位：千円）

種　類 会社等の名称
議 決 権 等 の
所 有 ( 被 所 有 )
割 合 （ ％ ）

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額 科　目 期末残高

子会社 クロノス株式会社 所有
直接80.0％

ソフトウェア等の
仕入

役員の兼任
ソフトウェア等

の仕入 1,210,057 未払金 165,505

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記の取引については、市場価格を参考に決定しております。
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(2) 役員及び個人主要株主等
（単位：千円）

種　類 会社等の名
称又は氏名

事業の内容
又は職業

議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 （ ％ ）

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額 科　目 期末残高

役員 隈元　裕

当社取締役
システムズ・

デザイン
株式会社

代表取締役

（被所有）
直接0.0％

当社製品の
開発・組立

及び業務委託

製品の
生産委託

電話業務委託等
842,605 買掛金 83,517

その他サービス
料の支払 129,021 未払金 16,240

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記の取引については、市場価格を参考に決定しております。

― 18 ―

個別注記表


